
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[147,885円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [93.2]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [9.81人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [17.5%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [610,667円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

会津美里町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数
　長引く景気低迷により特に法人関係の税収が低迷していることから、０．２６と類似団体平均を大きく下回っている。新鶴
インターチェンジ恒久設置のメリットを生かし、新鶴・高田工業団地への企業誘致を進め、法人関係税収入の増収を図
る。
経常収支比率
  公債費及び町村合併に伴う職員の増加により８８．２％と類似団体平均を上回っている。高金利の地方債の借換による
利子償還金の抑制を図るとともに、集中改革プランに基づく職員数の大幅な削減や合併効果を発揮した経費削減に努
め、平成２２年度決算時までに８５％以下を目標に改善に努める。
実質公債費比率
　国営会津宮川土地改良事業負担金及び普通建設事業にかかる起債の償還に伴い上昇し、類似団体平均を大きく上回って
いる。
高金利の地方債の借換による利子償還金の抑制を図るとともに、今後控えている大規模な事業計画を整理・縮小し新規発行
債を基準財政規模の１０％以内に抑制することにより、平成22年度決算時までには１６％以下にする。

人口１人当たりの地方債現在高
　平成17年度の国営会津宮川土地改良事業債約27億円が大きく影響し類似団体に比較して約２倍となっている。人件費を
はじめとする義務的な経費の削減を中心とする行財政改革を強力に進めるとともに、今後の事業計画の整理・縮小により
新規発行債を抑制し、地方債残高を確実に減らしていく。
ラスパイレス指数
　旧来より給与の適正化に努めており類似団体平均を下回っている。引き続き、管理職手当、時間外手当等の抑制、給与
の適正化に努める。
人口１、000人あたりの職員数
　町村合併に伴う職員の増加により類似団体平均を上回っている。集中改革プランに基づく新規採用抑制により平成２３年
４月までに４６人程度の純減を図る。
人口１人あたり人件費・物件費決算額
　類似団体を上回っているのは、主に人件費が要因となっている。集中改革プランに基づく人件費をはじめとする義務的な
経費の削減を中心とする行財政改革を強力に進めることにより経費の抑制に努める。


